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研究成果の概要（和文）：本研究では、政治学や法学の知見を活用しながら、中国の新産業部門イノベーション
を生み出すメカニズムを多角的かつ実証的に解明することを目指した。第一に、貴州省のビッグデータ産業振興
政策、「輸入代替デジタル化」政策、政府の知的財産権戦略などを検証することで、中国政府の産業政策がどの
程度イノベーションを促進してきたのか、実証的に明らかにした。第二に、IT企業に対する独占禁止法の導入や
知的財産権裁判制度の整備など、「法の支配」とイノベーションとの関係について検討した。第三に、政府引導
資金が地域における金融部門の効率性に与える影響など、産業政策において地方政府が果たす役割に焦点を当て
た分析を行った。

研究成果の概要（英文）：Our research program sought to elucidate the mechanisms that generate new 
industrial sector innovation in China from multiple perspectives and empirically, drawing on 
political science and law insights. First, we empirically revealed how much Chinese government 
industrial policies have stimulated innovation by examining Guizhou Province's big data industry 
promotion policy, "import substitution digitization" policy, and government intellectual property 
rights strategy. Second, we discussed in detail the relationship between the "rule of law" and 
innovation, including introducing antitrust laws for IT firms and developing an IPR court system. 
Third, our analysis focused on the role of local government in industrial policy, including the 
impact of government-guided funds on the efficiency of the financial sector in the region.

研究分野：現代中国経済研究

キーワード： 中国経済　産業政策　イノベーション　地方政府

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究の最終成果として、Springer社から英文書籍を刊行する予定である。同書は、中国の新産業分野におけ
る活発なイノベーションの動きを政治経済学的に分析している。特に「法による支配」が欠如した体制の下で、
産業政策や政府の介入を実施してきたか、そしてそれがどの程度効果的に行われたか、という点に注目して分析
を行っている。同書は、政治学や法学の見識なども取り入れて、イノベーションを生み出すメカニズムを多様な
視点から解明しているという点で、これまでの研究にない学術的意義を有している。また同書が示す知見は、米
中対立下における今後の中国経済の成長の可能性を考える上でも、大きな意味を持つと考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
中国政府は 2010 年代に入ってから「中国製造 2025」などの産業政策を次々と打ち出し、特
に「新産業」と呼ばれる分野においてイノベーションやそれを利用したビジネスモデルの導入
（社会実装）を進めてきた。しかし、法の支配（rule of law） が十分ではない状況の下で、な
ぜ中国で活発なイノベーションが生じているのかについてはいまだに定説が存在しなかった。
本研究では、このような状況を踏まえ、中国の新産業分野におけるイノベーションを支える政治
経済学的な背景、特に法の支配が欠如した中での政策効果や政府規制のあり方に焦点を当てた
実証的な分析を試みた。分析に当たっては政治学や法学の知見も利用しながら、イノベーション
を生み出すメカニズムを多面的に解明することを目指した。 
 
２．研究の目的 
本研究では①どのような産業政策がイノベーションを促進するのか？②「法の支配」の欠如は
イノベーションの阻害要因になるのか？③イノベーションをめぐる地方間の競争は効率的か？
という三つの「問い」を設定し、それらについて実証研究に基づいて明らかにすることを目的と
してきた。以下、これらの「問い」の具体的な内容について述べる。 

 
① どのような産業政策がイノベーションを促進するのか？ 
 中国は、1990年代から「支柱産業」の育成という形で数々の産業政策を実行に移してきた。
また、第 12次五ヵ年計画の際の「工業転型昇級規劃（2011～15年）」に代表されるように、イ
ノベーションや産業高度化を目指す産業政策も盛んに行われている。しかし、これら中央レベル
の産業政策についてはその効果を疑問視する先行研究も多い。また、地方レベルの政府、や議会
（人民代表大会）で決定される政策や財政資金の配分は、より下位レベルの地域に対する利益誘
導的な性格を強く持っていると考えられる。このような地方政府による直接介入的な政策は、成
長促進的な側面を持つ反面、レントシーキング行為を誘発し、イノベーションなど経済の効率性
の上ではマイナスに働くという指摘もなされてきた。果たして、どのレベルの政府による、どの
ような産業政策がイノベーションおよびその社会実装を促進する上で有効なのか？これが本研
究において私たちが追求してきた第一の「問い」である。 
 
② 「法の支配」の欠如はイノベーションの阻害要因になるのか？  
中国でのイノベーションをめぐっては、民間企業が既存の法規制を無視して「新サービスを
「社会実装」し、政府がそれを「追認」するという現象がしばしばみられた。この現象はめまぐ
るしい技術変化に社会制度が柔軟に対応し、経済に活力をもたらすという効果があった。このよ
うな法制度の柔軟性とイノベーションとの関係は、新技術導入に伴う「サンドボックス制度」が
先進国でも注目を集める中、改めて問われる必要がある。「法の支配」の欠如は今後の持続的な
イノベーションの阻害要因になるのか？これが本研究における第二の「問い」である。 
 
③ イノベーションをめぐる地方間の競争は効率的か？ 
 中国のベンチャー企業支援政策においては、直接の補助金給付だけでなく、地方政府の主導の
下で、国有企業の資金に民間資金も交えて設立された産業投資基金が重要な役割を果たしてい
る。それらの産業投資基金は、投資対象の一定割合を地元企業に限定する、といった地域企業振
興の役割も担っている。ただ基金の規模が急速に拡大したこともあり、その実態解明は進んでい
ない。産業投資基金の設立などを通じた、イノベーションをめぐる地方（政府）間の競争は効率
的なのか？これが本研究における第三の「問い」である。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は、企業データなどの整理・分析に加え、中国の現地企業や地方政府関係者を対象とし
たインタビューなどの質的な調査、並びにアンケート調査などの量的な調査を実施し、それらの
分析を有機的に組み合わせることを通じて、①どのような産業政策がイノベーションを促進す
るのか？②「法の支配」の欠如はイノベーションの阻害要因になるのか？③イノベーションをめ
ぐる地方間の競争は効率的か？という三つの「問い」について実証的に明らかにすることを目指
してきた。 
このうち、①産業政策の有効性に関しては、政府系のファンドである政府引導基金について、
清科集団の提供する企業データベース「私募通」の提供するデータを整理し、ビューロ・ヴァン・
ダイク社が提供するデータベース Orbis に収録された企業データと統合した上で、基金による
出資と企業パフォーマンスの関係について計量的な分析を進めた。また、現地での調査に関して
は、令和 2年に生じた Covid-19 の感染流行により、中国に入国しての調査が不可能な状況が続
いていたが、令和 5年 8月下旬、北京および天津にある日本の自動車関連メーカーの現地法人を
訪問し、中国の自動車産業における NEV（新エネルギー車）へのシフト、および NEV 産業におけ
るイノベーションの実態に関するヒアリング調査を実施することができた。 



次に、②法の支配とイノベーションとの関係については、デジタル・プラットフォーム企業に
対する独占禁止法の導入に関する行政文書や法律文書を読み込み、その政策決定過程を客観的
に明らかにする作業を行った。また、知的財産裁判記録のデータを用いた実証研究を通じて、専
門性の高い知的財産権裁判制度が導入されることで、知財裁判の効率性がどのように変化した
のかという点をめぐって実証的な分析を行った。 
最後に、③地方政府間競争の効果に関しては、政府引導基金が地域金融セクターの効率性に与
える影響および、地方債発行が地域間の資源配分の有効性に与える影響に注目した分析を行っ
た。 
 本研究では、このような個別の研究課題について、法学、政治学というディシプリンの異なる
研究者の協力を得て、その知見をデータによる数量分析の結果と絶えずつき合わせることで、既
存研究の限界を乗り越えることを目指した。 
 
４．研究成果 
 本研究プロジェクトの代表者ならびに分担者による個別の研究成果は、学術論文、および学会
報告などの形ですでに公表されている。例えば、Kajitani, Kai, Chen, Kuang-hui and Mitsunami, 
Kohei. 2023. “How Do Industrial Guidance Funds Affect the Performance of Chinese 
Enterprises?” RIETI Discussion Paper Series 22-E-110.は、中国政府の産業政策の有効性

に関して、清科集団の提供するデータベース「私
募通」の政府引導基金のデータを整理し、ビュ
ーロ・ヴァン・ダイク社が提供するデータベー
ス Orbis に収録された企業データと統合し、基
金による出資が企業パフォーマンスを改善させ
たかどうかを検討したものである。 
また、プロジェクト全体の最終成果は、Kobe 
University Monograph Series in Social 
Science Research（モノグラフシリーズ）の中
の一冊The Innovation Promotion Policies and 
Institutions Reform of China にまとめられ
た。同書は 2024 年 7 月に刊行される予定である
（表紙図版参照）。 
 同書は、中国の新産業分野における活発なイ
ノベーションの動きを政治経済学的に分析した

ものである。特に、中国が「法による支配」が欠如した体制の下で、産業政策や政府の介入をど
のように実施してきたか、そしてそれがどの程度効果的に行われたか、という点に注目して分析
を行っている。本書は、政治学と法学の見識を取り入れて、イノベーションを生み出すメカニズ
ムを多様な視点から解明しているという点で、類書にはない特徴を持っている。 
 本書の主要な内容は、以下の三つの点に集約できる。 
 第一に、中国政府の産業政策はどの程度イノベーションを促進してきたかの実証的な検証で
ある。近年の中国では電気通信やデジタル通信、光学機械、コンピューター技術などの「新産業」
におけるイノベーションが増加しており、これらの技術の中には、米国や他の先進国の技術を追
い抜いたものもある。これらの技術は、シェアサイクル、シェアライド、中古品売買、P2P レン
ディング、遠隔医療などの「社会実装」にも積極的に応用されている。本書は、貴州省のビッグ
データ産業振興政策、デジタル産業に関する輸入代替政策、政府の知財戦略などに注目すること
で、これらの産業政策の効果を実証的に明らかにしている。 
  第二の論点は、「法の支配」とイノベーションの関係である。経済学者の間では、イノベーシ
ョンの実現には知的財産の保護と法の支配が不可欠と考えられてきた。しかし、中国では広東省
深圳市に見られるように、製品コピーの横行と先進的イノベーションが共存している。また、「法
の支配」が脆弱であるため、民間企業はしばしば法制度の隙間を突いた非正規の手段を用い、政
府がそれを追認することが多い。一方で近年は独占禁止法が厳格に適用され、これまで産業政策
に基づいて優遇措置を受けていたプラットフォーム企業に巨額の罰金が課されるようになって
いる。本書では、デジタル・プラットフォーム企業に対する独占禁止法の導入や知財裁判制度の
整備といった観点からこの問題を詳しく分析している。 
第三の論点は、産業政策における地方政府の役割である。かつて地方政府は、競争力のある企
業を誘致し、地域発展のための資金を調達することで、経済成長を促進するために経済に介入し
てきた。しかし、近年こうした成長志向の自治体介入については、レントシーキングや過剰投資
などといった弊害もクローズアップされている。本書では、政府引導基金が地域金融セクターの
効率性に与える影響および、地方債発行が地域間の資源配分の有効性に与える影響に注目し、地
方自治体の様々な行動が地域のイノベーション促進や経済成長にどのように貢献しているかを
明らかにしている。 
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